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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第49期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第50期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第49期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

売上高 (千円) 776,730 464,671 4,541,683

経常利益
又は経常損失(△)

(千円) △34,637 △105,194 180,938

当期純利益
又は四半期純損失(△)

(千円) △16,113 △118,211 28,747

純資産額 (千円) 1,843,938 1,702,316 1,811,878

総資産額 (千円) 5,609,559 4,731,927 5,202,621

１株当たり純資産額 (円) 419.77 387.53 412.47

１株当たり当期純利益
又は１株当たり四半期
純損失(△)

(円) △3.67 △26.91 6.54

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 32.9 36.0 34.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 196,535 △134,430 78,870

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △55,585 12,309 48,691

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △64,598 △63,780 7,822

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 373,547 244,813 429,437

従業員数 (名) 315 292 325

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、第49期第１四半期連結累計(会計)期間及び第50期

第１四半期連結累計(会計)期間については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないた

め、第49期については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

３　従業員数は、就業人員数を表示しております。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

　　　　　　　　　　　　平成21年６月30日現在

従業員数(名) 292

(注) １　従業員は就業人員であります。

２　従業員が当第１四半期連結会計期間において33名減少しておりますが、主として連結子会社の生産減少対応に

よるものであります。

　

　

(2) 提出会社の状況

　　　　　　　　　　　　平成21年６月30日現在

従業員数(名) 211

(注) 従業員数は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメント 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

自動二輪車等部品事業 135,057 △73.8

工作機械事業 324,757 14.3

合計 459,815 △42.5

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。
２　金額は、販売価格によっております。
３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

当第１四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメント 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

自動二輪車等部品事業 129,381 △74.5 30,599 △71.4

工作機械事業 253,232 △80.2 347,402 △78.5

合計 382,614 △78.6 378,002 △78.0

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメント 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

自動二輪車等部品事業 140,163 △71.6

工作機械事業 324,508 14.3

合計 464,671 △40.2

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

㈱シーケービー 83,928 10.8 219,883 47.3

ヤマハ発動機㈱ 293,382 37.8 104,020 22.4

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

株式会社東海鉄工所の株式取得（子会社化）及び同社の吸収合併について

当社は、主に工作機械の製造販売と輸送用機器部品の製造、加工事業を行っておりますが、各種楽器部

品の製造、加工事業を行っている株式会社東海鉄工所に対しては、従来より自動二輪車部品の加工を委託

しております。今般、株式会社東海鉄工所を完全子会社化し、吸収合併することにより、スケールメリット

（売上の拡大に伴う仕入価格の低下等）と効率経営（製造コストと管理コストの低減等）を実現するこ

とが、当社の持続的発展につながるものと判断し、株式会社東海鉄工所の発行する全株式を取得いたしま

した。

　

　詳細は、「第５ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項 (重要な後発事象)」に記載しておりま

す。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当社グループに関する財政状態及び経営成績の分析・検討内容は原則として四半期連結財務諸表に基づ

いて分析したものであります。なお、文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日（平成21年８月７

日）現在において当社グループが判断したものであります。

　

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、世界的な金融危機による急激な景気の悪化に底打

ちの兆しが見えてきたものの、企業収益や個人消費を圧迫するとともに雇用情勢も悪化するなど、非常に

厳しい状況で推移しており、依然として先行きの不透明な状況が続いております。

　このような状況のもと当社グループの経営成績は、売上高は4億6千4百万円(前年同四半期比40.2％減)、

利益面につきましては、利益確保を最重要課題として取り組み、引き続き生産コストの削減、製造、管理部

門における経費削減等を行いましたが、受注が減少したことにより、営業損失1億3千1百万円(前年同四半

期は営業損失3千9百万円)、経常損失1億5百万円(前年同四半期は経常損失3千4百万円)となり、四半期純

損失1億1千8百万円(前年同四半期は四半期純損失1千6百万円)となりました。

　事業の種類別セグメントの状況は次のとおりであります。

　自動二輪車等部品事業につきましては、世界各地の自動車販売台数が減少したことにより、ベトナムの

子会社YAMAZAKI TECHNICAL VIETNAM CO.,LTD.も含め、売上高が大幅に減少し、売上高は1億4千万円(前年

同四半期比71.6％減)、営業損失は8千3百万円(前年同四半期は営業利益7百万円)となりました。

　工作機械事業につきましては、設備投資の急激な減速はあるものの、前期に受注した物件が売上計上で

きたため、売上高は3億2千6百万円(前年同四半期比11.7％増)となりましたが、生産コストの増大により

営業損失4千9百万円(前年同四半期は営業損失4千8百万円)となりました。

　一方、所在地別セグメントの状況は次のとおりであります。

　日本では、自動二輪車等部品事業の受注が大幅に減少したことにより、売上高は4億3千万円(前年同四半

期比35.7％減)、営業損失1億1千1百万円(前年同四半期は営業損失7千万円)となりました。

　アジアでは、ベトナムの子会社の受注が大幅に減少したことにより、売上高は3千6百万円(前年同四半期

比68.5％減)、営業損失2千1百万円(前年同四半期は営業利益2千9百万円)となりました。
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(2) 財政状態の分析

(資産)

　総資産は、47億3千1百万円となり、前連結会計年度末と比較して4億7千万円の減少となりました。

　流動資産は、24億6千万円となり前連結会計年度末と比較して4億8千2百万円の減少となりました。これ

は主に、現金及び預金、受取手形及び売掛金が減少したことによるものです。

　固定資産は、22億7千1百万円となり前連結会計年度末と比較して1千1百万円の増加となりました。これ

は主に、有形固定資産が減少したものの、投資その他の資産が増加したことによるものです。

(負債)

　流動負債は、22億4千3百万円となり前連結会計年度末と比較して3億3千7百万円の減少となりました。こ

れは主に、支払手形及び買掛金が減少したことによるものです。

　固定負債は、7億8千5百万円となり前連結会計年度末と比較して2千3百万円の減少となりました。これは

主に、長期借入金の減少によるものです。

(純資産)

　純資産合計は、17億2百万円となり、前連結会計年度末と比較して1億9百万円の減少となりました。これ

は主に、利益剰余金の減少によるものです。

　自己資本比率は、前連結会計年度末の34.8％から36.0％となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間のキャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フロー(支出)は、1億3千4百万円(前年同四半

期は1億9千6百万円の収入)となりました。これは主に、仕入債務の減少額3億6千万円及び税金等調整前四

半期純損失1億1千6百万円等が、売上債権の減少額2億9千6百万円等を上回ったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フロー(収入)は、1千2百万円(前年同四半期

は5千5百万円の支出)となりました。これは主に、定期預金の払戻による収入6千万円が、定期預金の預入

による支出3千6百万円を上回ったことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フロー(支出)は、6千3百万円(前年同四半期

は6千4百万円の支出)となりました。これは、長期借入金の返済による支出4千1百万円及び配当金の支払

額2千1百万円によるものです。

以上の結果、当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物は、2億4千4百万円となりました。

　
　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　
　

(5) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は6百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 15,703,000

計 15,703,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年８月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,495,000 4,495,000
ジャスダック
証券取引所

単元株式数は100株でありま
す。

計 4,495,000 4,495,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年４月１日～
平成21年６月30日

― 4,495,000― 958,400― 240,000

　

(5) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成21年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

102,200
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

4,392,600
43,926 ―

単元未満株式
普通株式

200
― ―

発行済株式総数 4,495,000― ―

総株主の議決権 ― 43,926 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が2,000株(議決権20個)含まれ

ております。 

　

② 【自己株式等】

平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ヤマザキ

浜松市東区有玉北町489-23102,200― 102,200 2.27

計 ― 102,200― 102,200 2.27

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月 　５月 　６月

最高(円) 610 660 600

最低(円) 410 560 445

(注)　ジャスダック証券取引所における株価を記載しております。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連

結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及

び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財

務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月

１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表については、監査法人トーマツにより四半期

レビューを受け、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１

四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、

有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。

　なお、従来から当社が監査証明を受けている監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年

７月１日をもって有限責任監査法人トーマツとなりました。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,141,813 1,355,537

受取手形及び売掛金 796,473 1,091,746

製品 60,338 63,643

仕掛品 ※３
 280,893 284,332

原材料及び貯蔵品 133,397 126,163

その他 47,733 21,394

貸倒引当金 △100 △100

流動資産合計 2,460,550 2,942,716

固定資産

有形固定資産

土地 786,595 786,595

その他（純額） 747,898 758,906

有形固定資産合計 ※１
 1,534,493

※１
 1,545,502

無形固定資産 23,513 22,984

投資その他の資産

その他 747,269 724,568

貸倒引当金 △33,900 △33,150

投資その他の資産合計 713,369 691,418

固定資産合計 2,271,376 2,259,905

資産合計 4,731,927 5,202,621

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 332,786 696,953

短期借入金 1,725,979 1,725,839

未払法人税等 4,458 34,530

賞与引当金 13,353 48,436

受注損失引当金 ※３
 19,300 －

その他 147,913 75,596

流動負債合計 2,243,791 2,581,357

固定負債

長期借入金 297,246 332,307

退職給付引当金 296,599 290,245

役員退職慰労引当金 188,967 185,467

その他 3,005 1,366

固定負債合計 785,818 809,386

負債合計 3,029,610 3,390,743
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 958,400 958,400

資本剰余金 828,006 828,006

利益剰余金 19,876 160,051

自己株式 △57,243 △57,243

株主資本合計 1,749,038 1,889,214

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 7,754 1,267

為替換算調整勘定 △54,476 △78,603

評価・換算差額等合計 △46,722 △77,335

純資産合計 1,702,316 1,811,878

負債純資産合計 4,731,927 5,202,621
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

売上高 776,730 464,671

売上原価 630,338 452,087

売上総利益 146,391 12,584

販売費及び一般管理費

役員報酬 34,979 28,769

給料及び手当 51,526 38,875

賞与引当金繰入額 7,991 3,747

退職給付費用 4,627 4,361

役員退職慰労引当金繰入額 3,342 3,500

貸倒引当金繰入額 1,000 750

その他 82,368 64,094

販売費及び一般管理費合計 185,835 144,098

営業損失（△） △39,443 △131,514

営業外収益

受取利息 5,729 850

受取配当金 1,694 1,059

為替差益 9,116 －

助成金収入 － 34,500

その他 494 3,304

営業外収益合計 17,034 39,715

営業外費用

支払利息 9,480 8,081

為替差損 － 3,424

その他 2,747 1,889

営業外費用合計 12,228 13,395

経常損失（△） △34,637 △105,194

特別損失

固定資産除却損 3,717 3,701

合併関連費用 － 7,662

特別損失合計 3,717 11,364

税金等調整前四半期純損失（△） △38,355 △116,558

法人税、住民税及び事業税 1,621 1,284

法人税等調整額 △23,862 369

法人税等合計 △22,241 1,653

四半期純損失（△） △16,113 △118,211
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △38,355 △116,558

減価償却費 51,452 38,509

退職給付引当金の増減額（△は減少） 11,455 6,253

賞与引当金の増減額（△は減少） △61,372 △35,200

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,000 750

受注損失引当金の増減額（△は減少） 7,713 19,300

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △11,738 3,500

受取利息及び受取配当金 △7,423 △1,910

支払利息 9,480 8,081

為替差損益（△は益） △11,375 △4,003

固定資産除却損 3,717 3,701

売上債権の増減額（△は増加） 395,966 296,785

たな卸資産の増減額（△は増加） △331,072 11,276

その他の資産の増減額（△は増加） △17,730 △36,564

仕入債務の増減額（△は減少） 84,262 △360,017

未払費用の増減額（△は減少） 122,658 64,583

未払消費税等の増減額（△は減少） 983 11,412

その他の負債の増減額（△は減少） △7,518 △9,299

その他 － 7,662

小計 202,104 △91,738

利息及び配当金の受取額 6,649 1,347

利息の支払額 △9,526 △8,066

法人税等の支払額 △2,691 △28,311

その他 － △7,662

営業活動によるキャッシュ・フロー 196,535 △134,430

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △101,033 △36,300

定期預金の払戻による収入 60,000 60,000

有形固定資産の取得による支出 △15,615 △5,416

無形固定資産の取得による支出 － △1,800

投資有価証券の取得による支出 △886 △4,624

貸付金の回収による収入 1,950 450

投資活動によるキャッシュ・フロー △55,585 12,309

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △42,634 △41,816

配当金の支払額 △21,963 △21,963

財務活動によるキャッシュ・フロー △64,598 △63,780

現金及び現金同等物に係る換算差額 △11,261 1,278

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 65,090 △184,624

現金及び現金同等物の期首残高 308,457 429,437

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 373,547

※１
 244,813
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　該当事項はありません。

　

【表示方法の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

(四半期連結貸借対照表)

前第１四半期連結会計期間において区分掲記して

おりました「機械装置及び運搬具(純額)」(当第１四

半期連結会計期間443,326千円)は、資産総額の10/100

以下であるため、当第１四半期連結会計期間において

は有形固定資産の「その他(純額)」に含めて表示し

ております。

　

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

１　棚卸資産の評価方法

当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関し

ては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸

高を基礎として合理的な方法により算定する方法に

よっております。

２　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年

度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法

によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

3,014,737千円

　２　受取手形割引高

382,535千円

※３　損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と受

注損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しており

ます。

　損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資

産のうち、受注損失引当金に対応する額は仕掛品

110,950千円であります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額

2,964,948千円

　２　受取手形割引高

598,407千円

―――――

　

(四半期連結損益計算書関係)

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　該当事項はありません。

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,329,081千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△955,533千円

現金及び現金同等物 373,547千円
 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,141,813千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△897,000千円

現金及び現金同等物 244,813千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計(累計)期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 4,495,000

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 102,218

　

　

３　新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 21,963 5 平成21年３月31日 平成21年６月29日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　当第１四半期連結会計期間において株主資本の著しい変動はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)
　

自動二輪車等
部品事業
(千円)

工作機械事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

492,729 284,000 776,730 ― 776,730

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― 8,274 8,274 (8,274) ―

計 492,729 292,274 785,004 (8,274) 776,730

営業利益又は営業損失(△) 7,156 △48,408 △41,252 1,808 △39,443

(注) １　事業区分の方法

　　事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

自動二輪車等部品事業
キッククランク、チェンジペダル、ブレーキペダル、ステアリングナック
ル、リアナックル等

工作機械事業
トランスファーマシン、マシニングセンター、インデックスマシン、スピ
ンドルヘッド、フィードユニット、ドリルユニット等

３　会計方針の変更

　　　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」 会計方針の変更 (1)に記載のとおり、

当第１四半期連結会計期間から「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年７月５

日　企業会計基準第９号)を適用しております。

　これにより、従来の方法によった場合に比べて、「自動二輪車等部品事業」で営業利益が8,090千円減少し、

「工作機械事業」で営業損失が1,890千円増加しております。

４　追加情報

　　　「追加情報」(機械及び装置の耐用年数の変更)に記載のとおり、当社は法人税法の改正を契機として資産の利

用状況等を見直した結果、当第１四半期連結会計期間から機械及び装置の耐用年数を変更しております。

　これにより、従来の方法によった場合に比べて、「自動二輪車等部品事業」で営業利益が1,546千円減少し、

「工作機械事業」で営業損失が198千円増加しております。

　
当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　
自動二輪車等
部品事業
(千円)

工作機械事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

140,163 324,508 464,671 ― 464,671

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― 1,901 1,901 (1,901) ―

計 140,163 326,410 466,573 (1,901) 464,671

営業損失(△) △83,620 △49,737△133,358 1,843 △131,514

(注) １　事業区分の方法

　　事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

自動二輪車等部品事業
キッククランク、チェンジペダル、ブレーキペダル、ステアリングナック
ル、リアナックル等

工作機械事業
トランスファーマシン、マシニングセンター、インデックスマシン、スピ
ンドルヘッド、フィードユニット、ドリルユニット等
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【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

日本
(千円)

アジア
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

660,951 115,779 776,730 ― 776,730

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

8,274 ― 8,274 (8,274) ―

計 669,225 115,779 785,004 (8,274) 776,730

営業利益又は営業損失(△) △70,377 29,125 △41,252 1,808 △39,443

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本国以外の区分に属する主な国又は地域

　　アジア……………ベトナム

３　会計方針の変更

　　　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」 会計方針の変更 (1) に記載のとおり、

当第１四半期連結会計期間から「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年７月５

日　企業会計基準第９号)を適用しております。

　これにより、従来の方法によった場合に比べて、「日本」の営業損失が9,981千円増加しております。

４　追加情報

　　　「追加情報」(機械及び装置の耐用年数の変更)に記載のとおり、当社は法人税法の改正を契機として資産の利

用状況等を見直した結果、当第１四半期連結会計期間から機械及び装置の耐用年数を変更しております。

　これにより、従来の方法によった場合に比べて、「日本」の営業損失が1,744千円増加しております。

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　
日本
(千円)

アジア
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

428,196 36,475 464,671 ― 464,671

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

1,901 ― 1,901 (1,901) ―

計 430,097 36,475 466,573 (1,901) 464,671

営業損失(△) △111,483△21,874△133,358 1,843 △131,514

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本国以外の区分に属する主な国又は地域

　　アジア……………ベトナム
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【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 134,939 720 135,659

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― 776,730

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

17.4 0.1 17.5

(注) １　国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２　各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1) アジア……………タイ、ベトナム、中国、シンガポール、インド、マレーシア、インドネシア

(2) その他の地域……アメリカ、ブラジル、チェコ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

(有価証券関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成21年６月30日)

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成21年６月30日)

　当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　　387円53銭 412円47銭

　
(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 1,702,316 1,811,878

普通株式に係る純資産額(千円) 1,702,316 1,811,878

差額の主な内訳(千円) ― ―

普通株式の発行済株式数(千株) 4,495 4,495

普通株式の自己株式数(千株) 102 102

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通
株式の数(千株)

4,392 4,392

　

２　１株当たり四半期純損失

第１四半期連結累計期間

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

１株当たり四半期純損失(△) △3円67銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が
存在しないため記載しておりません。

 

１株当たり四半期純損失(△) △26円91銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が
存在しないため記載しておりません。

　
(注)　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

四半期純損失(△)(千円) △16,113 △118,211

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △16,113 △118,211

普通株式の期中平均株式数(千株) 4,392 4,392
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(重要な後発事象)

当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
  至　平成21年６月30日)

株式会社東海鉄工所の株式取得(子会社化)及び同社の吸収合併について

　当社は、平成21年５月18日開催の当社取締役会において、株式会社東海鉄工所の全株式を取得した上で完全子会社
化し、平成21年10月１日を期日として簡易合併の手続きにより吸収合併することを決議しております。また平成21年
７月31日開催の当社取締役会において、株式会社東海鉄工所の取得価額を１株当たり10,000円と最終決定し、平成21
年８月３日付で同社の株式を取得いたしました。

Ⅰ．株式の取得および合併の目的

　当社は主に工作機械の製造販売と輸送用機器部品の製造、加工事業を行っておりますが、各種楽器部品の製造、加工
事業を行っている株式会社東海鉄工所に対しては、従来より自動二輪車部品の加工を委託しております。今般、株式
会社東海鉄工所を完全子会社化し、吸収合併することにより、スケールメリット(売り上げの拡大に伴う仕入価格の
低下等)と効率経営(製造コストと管理コストの低減等)を実現することが、当社の持続的発展につながるものと判断
し、株式会社東海鉄工所の発行する全株式を取得いたしました。

Ⅱ．株式の取得の概要

 1.株式の取得先

　(1)氏名　　　 山﨑とよ610株、山﨑隆600株　他８名 2,790株

　(2)当社との関係　 山﨑隆は当社代表取締役社長であります。

山﨑とよは当社の株式を11,400株所有しております。

 2.取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況

　(1)移動前の所有株式数 　 ―株(所有割合―％) (議決権の数―個)

　(2)取得株式数 4,000株(取得価額40百万円)(議決権の数4,000個)

　(3)算定根拠

　　不動産鑑定士による土地の鑑定評価、株式会社東海鉄工所の月次決算等、直近の状況を踏まえて同社の株式価値を
精査し、１株当たり10,000円といたしました。

　(4)移動後の所有株式数 4,000株(所有割合100％)(議決権の数4,000個)

　(5)株式取得日 平成21年８月３日

 3.子会社化の日程

平成21年５月18日 株式取得承認取締役会決議日

平成21年７月31日 取得価額の最終決定取締役会決議日

平成21年８月３日 株式売買契約書締結日
株券引渡し期日

Ⅲ．合併の概要

 1.合併要旨

　(1)合併の日程

平成21年５月18日 合併契約承認取締役会決議日

平成21年５月18日 合併契約書締結日

平成21年10月１日(予定)合併期日(効力発生日)

　当社は、会社法第796条第３項に規定する簡易吸収合併の手続きにより、株式会社東海鉄工所は、会社法第784条第
１項に規定する略式合併の手続きにより合併を行うので、合併契約等の承認に係る株主総会は開催いたしません。

　(2)合併方式

　株式会社ヤマザキ(当社)を存続会社とする簡易吸収合併方式で、株式会社東海鉄工所は解散いたします。

　(3)合併比率

　　当社は、株式会社東海鉄工所を完全子会社とした上で吸収合併する予定であり、本件合併において新株式の発行及
び資本金の額の増額は行わない予定であります。
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　 当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
  至　平成21年６月30日)

　(4)合併交付金

　　支払はありません。

　(5)消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱

　　消滅会社である株式会社東海鉄工所は、新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。

 2.合併当事会社の概要(平成20年９月30日現在)

(1)商号 株式会社東海鉄工所(被合併会社)

(2)主な事業内容 楽器部品の製造販売

(3)設立年月日 昭和39年11月５日

(4)本店所在地 浜松市東区上西町844番地

(5)代表者の役職・氏名 代表取締役社長　本村秀則

(6)資本金 10百万円

(7)発行済株式数 4,000株

(8)純資産 83百万円

(9)総資産 223百万円

(10)決算期 ９月30日

(11)従業員数 19名

(12)主要取引先 ヤマハ㈱、㈱ヤマザキ、浜松ホトニクス㈱　その他

(13)大株主及び持株比率 山﨑とよ 15.2％、山﨑隆 15.0％、山﨑健治 10.0％、山﨑浩子 7.5％、
山﨑久巳子 7.5％

(14)主要取引銀行 ㈱静岡銀行、浜松信用金庫

(15)当事会社間の関係等

　資本関係

現在、当社は株式会社東海鉄工所の株式を所有していませんが、合併時点
では株式会社東海鉄工所の発行済株式の総数を取得する予定です。
(当社は平成21年８月３日付で株式会社東海鉄工所の発行済株式の総数を
取得したため、同社の完全親会社となりました。)
株式会社東海鉄工所は株式会社ヤマザキの株式39,000株を所有しており
ます。

　人的関係 当社の代表取締役社長山﨑隆が、株式会社東海鉄工所の取締役を兼務して
おります。

　取引関係 当社は株式会社東海鉄工所へ自動二輪車部品の加工を委託しております。

　関連当事者への該当状況 当社の代表取締役社長山﨑隆は株式会社東海鉄工所の株式を15.0％所有
しております。

(16)直近期(平成20年９月期)の業績

売上高 287百万円

当期純利益 1百万円

純資産 83百万円

総資産 223百万円

 3.合併後の状況

(1)商号 株式会社ヤマザキ

(2)主な事業内容 工作機械及び自動二輪車部品の製造販売

(3)本社所在地 浜松市東区有玉北町489番地の23

(4)代表者 代表取締役社長　山﨑隆

(5)資本金の額 958百万円

(6)総資産 今後決定される予定です。

(7)事業年度の末日 ３月31日

(8)業績に与える影響 合併後の業績の見通しは、現在精査中であります。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月７日

株式会社ヤマザキ

取締役会　御中

　

監査法人トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　松　　井　　夏　　樹　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　石　　倉　　平　　五　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ヤマザキの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間(平

成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四

半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半

期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヤマザキ及び連結子会社の平成20年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２. 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年８月３日

株式会社ヤマザキ

取締役会　御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　中　　浜　　明　　光　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　石　　倉　　平　　五　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ヤマザキの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平

成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヤマザキ及び連結子会社の平成21年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２. 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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